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　設定来の基準価額の推移
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純資産総額（右軸）

分配金再投資基準価額（左軸）

基準価額（左軸）

※基準価額は1万口当たり、作成基準日現在、年率1.21％(税抜1.10％)の信託報酬控除後です。

※分配金再投資基準価額は、分配金（税引前）を分配時に再投資したものとみなして計算したものです。

※グラフは過去の実績であり､将来の成果を示唆または保証するものではありません。

配当込みTOPIX（以下、「東証株価指数（TOPIX）（配当込み）」といいます。）の指数値及び東証株価指数（TOPIX）

（配当込み）に係る標章又は商標は、株式会社ＪＰＸ総研又は株式会社ＪＰＸ総研の関連会社の知的財産です。

香川県応援ファンド（以下、「当ファンド」といいます。）の開発は、ＳＢＩ岡三アセットマネジメント株式会社のみにより行

われています。London Stock Exchange Group plcおよびそのグループ会社 (以下、総称して「LSEグループ」

といいます。) は、いかなる形においても、当ファンドとの関係を有さず、またスポンサー、保証、販売もしくは販売促進

を行うものではありません。FTSE Russellは、特定のLSEグループ会社の取引名です。

FTSE世界国債インデックス（ヘッジなし・円ベース）（以下、「本指数」といいます。）にかかるすべての権利は、指数を保

有する該当LSEグループ会社に帰属します。「FTSE®」は、該当するLSEグループ会社の商標であり、ライセンス契約

に基づき、他のあらゆるLSEグループ会社が使用します。

本指数は、FTSE International Limited、FTSE Fixed Income, LLCまたはその関連会社、代理人もしくは

パートナーによって、またはこれらからの委託を受けて算出されています。LSEグループは、(a)本指数の使用、本指数

への依拠もしくは本指数の誤り、または(b)当ファンドへの投資もしくはその運用から生じる、いかなるものに対する

責任も負うものではありません。LSEグループは、当ファンドから得られる結果、またはＳＢＩ岡三アセットマネジメント

株式会社による提供の目的に対する本指数の適切性のいずれについても、主張、予想、保証、表明を行わないものとし

ます。

配当込み東証REIT指数（以下、「東証REIT指数（配当込み）」）の指数値及び東証REIT指数（配当込み）に係る標章又

は商標は、株式会社ＪＰＸ総研又は株式会社ＪＰＸ総研の関連会社の知的財産です。

 基準価額 10,241 円

 純資産総額 18.1 億円

※基準価額は1万口当たりです。

2025/05/12 25 円

2025/07/10 25 円

2025/09/10 25 円

2025/11/10 25 円

2026/01/13 2,000 円

設定来合計 8,032 円

　最近5期の分配金の推移

※分配金は1万口当たり、税引前です。

運用状況等によっては分配金額が

変わる場合、或いは分配金が支払われ

ない場合があります。

　ポートフォリオ構成比率

香川県関連株マザーファンド 25.8%

 内外債券マザーファンド 48.5%

 Jリート・マザーファンド 24.6%

 短期金融商品その他 1.1%

※当ファンドの純資産総額に対する比率です。

　騰落率

1ヵ月前 3ヵ月前 6ヵ月前 1年前 3年前 設定来

分配金再投資基準価額 0.28% 3.60% 10.90% 18.41% 38.30% 133.46%

東証株価指数（TOPIX）
（配当込み）

4.62% 7.21% 22.54% 31.07% 94.19% 231.36%

FTSE世界国債インデックス
（ヘッジなし・円ベース）

▲1.09% 0.57% 5.79% 7.20% 26.42% 100.71%

東証REIT指数（配当込み） ▲1.34% 2.04% 8.99% 21.86% 24.46% 176.69%

※騰落率は、1ヵ月前、3ヵ月前、6ヵ月前、1年前、3年前の各月の月末（休業日の場合は翌営業日）および

設定日との比較です。FTSE世界国債インデックス（ヘッジなし・円ベース）の騰落率は、当該日前営業日の

現地終値を基に算出しております。

※分配金再投資基準価額の設定来騰落率は、1万口当たりの当初設定元本との比較です。

※参考指数は、東証株価指数（TOPIX）（配当込み）、FTSE世界国債インデックス（ヘッジなし・円ベース）および

東証REIT指数（配当込み）です。また、参考指数の設定来騰落率は、設定日前営業日の終値との比較です。

※東証株価指数（TOPIX）（配当込み）およびFTSE世界国債インデックス（ヘッジなし・円ベース）の騰落率は、

Bloomberg、東証REIT指数（配当込み）は野村総合研究所のデータを基にＳＢＩ岡三アセットマネジメントが

算出しております。

香川県応援ファンド
追加型投信／内外／資産複合
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　マザーファンドの状況

　ファンドマネージャーのコメント

※各比率は各マザーファンドの純資産総額に対する比率です。

「香川県応援ファンド」

各マザーファンド受益証券への投資比率は､「香川県関連株マザーファンド」に概ね25％程度､「内外債券マザーファンド」に50％未満、「J

リート・マザーファンド」に概ね25％程度の投資を行うことを基本としています。当月はファンドの資金変動に対応して、各マザーファンド受

益証券の投資割合を調整しました。また、当ファンドは1月13日に決算を迎え、1万口当たり2,000円（税引前）の収益分配を行いました。

「香川県関連株マザーファンド」

1月の国内株式市場は上昇しました。上旬は、海外株式市場が堅調に推移したことや、新年入りに伴う新たな投資資金の流入への期待感

から、国内株は堅調に推移しました。その後、衆議院の解散の可能性が報じられると、市場では高市トレードと呼ばれる動きが再開し、株高・

円安・債券安が進むという見方が広まったことから、株価は一段高となりました。しかし下旬にかけては、中央銀行などが市場参加者に相場

水準を尋ねるレートチェックを日銀、ニューヨーク連銀がそれぞれ実施したと報じられたことで、為替介入の可能性が強く意識されました。

為替市場で急激で大幅な円高が進行したことから、国内株は上げ幅を縮めました。当ファンドの運用につきましては、運用方針に則り、香川

県関連銘柄へ投資し、組入比率は高位で推移させました。

「内外債券マザーファンド」

1月の投資対象国の債券市場では、米国では利下げ期待が後退し、債券利回りは上昇（価格は下落）しました。日本では、衆議院選挙を巡り

与野党各党が消費税減税を掲げたことで、財政悪化への懸念が強まり、債券利回りは上昇しました。為替市場では、為替介入への警戒感か

ら円高が進みました。当期間には、米ドルの投資比率を引き下げ、豪ドルの投資比率を引き上げました。

「Jリート・マザーファンド」

1月のJリート市場は下落しました。前半は、堅調なオフィス市況や国内株の値動きを追い風に上昇し、東証REIT指数は2025年後半に付

けた高値を更新しました。しかし、衆議院の解散に向けた動きが本格化する中、消費減税の議論が浮上したことで流れは一変しました。高市

首相が2年間限定で食料品を消費税の対象にしないという意向を示すと、財政が悪化することなどへの懸念から国債利回りは大きく上昇

しました。Jリート市場では国債利回りの急上昇を嫌気した売りが優勢となり、東証REIT指数は節目の2,000ポイントを下回りました。当

ファンドの運用につきましては、保有物件の賃料増額などによる内部成長が期待できるオフィス特化型リートについて、市場全体の構成比

と比較して高めの比率で投資を継続しました。個別銘柄では、投資口に対する公開買付けが発表されたことで投資口価格が大幅に上昇し

た複合型・総合型リートの利益確定売りを実施しました。

※ 今後の運用方針等は、将来の市場環境の変動等により変更される場合があります。また、市場環境等についての評価、

分析等は、将来の運用成果を保証するものではありません。

戦略Ⅰ: 香川県に本社または本店がある企業

戦略Ⅱ: 香川県に工場、店舗等がある企業

香川県応援ファンド
追加型投信／内外／資産複合

香川県関連株マザーファンドの組入上位10銘柄

銘柄名 業種 比率 戦略Ⅰ 戦略Ⅱ
1 百十四銀行 銀行業 4.3% ○

2 四国電力 電気・ガス業 3.7% ○

3 四国化成ホールディングス 化学 3.5% ○

4 トモニホールディングス 銀行業 3.5% ○

5 タダノ 機械 3.3% ○

6 イズミ 小売業 2.6% ○

7 三ツ星ベルト ゴム製品 2.6% ○

8 四電工 建設業 2.4% ○

9 三菱電機 電気機器 2.3% ○

10 東洋炭素 ガラス・土石製品 2.2% ○

内外債券マザーファンドの組入上位10ヵ国

発行国 比率
1 米国 53.5%

2 イギリス 17.3%

3 オーストラリア 9.5%

4 イタリア 4.5%

5 日本 4.0%

6 カナダ 3.8%

7 ドイツ 2.8%

8 フランス 2.1%

9 スペイン 0.4%

10 　　　　　　　　　　　　　　　－ 　　　　－

Jリート・マザーファンドの組入上位10銘柄

銘柄名 比率
1 日本ビルファンド投資法人 7.6%

2 ジャパンリアルエステイト投資法人 6.5%

3 日本都市ファンド投資法人 5.2%

4 野村不動産マスターファンド投資法人 4.4%

5 ＧＬＰ投資法人 4.4%

6 ＫＤＸ不動産投資法人 3.9%

7 大和ハウスリート投資法人 3.5%

8 日本プロロジスリート投資法人 3.4%

9 オリックス不動産投資法人 3.2%

10 ユナイテッド・アーバン投資法人 3.2%
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　ファンド情報

設　定　日 2006年5月19日

償　還　日 原則として無期限

決　算　日 毎年1月、3月、5月、7月、9月、11月の各月10日（休業日の場合は翌営業日）

　ファンドの特色（1）

香川県応援ファンド
追加型投信／内外／資産複合
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　ファンドの特色（2）

香川県応援ファンド
追加型投信／内外／資産複合
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（注）普通分配金に対する課税については、「投資信託説明書（交付目論見書）」の「手続・手数料等＜ファンドの費用・税金＞」をご参照ください。

香川県応援ファンド
追加型投信／内外／資産複合
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　投資リスク（1）

香川県応援ファンド
追加型投信／内外／資産複合

当レポートは10枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。（6/10）  551378



　投資リスク（2）

香川県応援ファンド
追加型投信／内外／資産複合
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　お申込みメモ

香川県応援ファンド
追加型投信／内外／資産複合
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　ファンドの費用

香川県応援ファンド
追加型投信／内外／資産複合

　委託会社および関係法人の概況

委 託 会 社 ＳＢＩ岡三アセットマネジメント株式会社　 （ファンドの運用の指図を行います。）

金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第370号
加入協会：一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会

受 託 会 社 三井住友信託銀行株式会社　 （ファンドの財産の保管及び管理を行います。）
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　販売会社について

受益権の募集の取扱い、投資信託説明書（交付目論見書）、投資信託説明書（請求目論見書）及び運用報告書の交付の取扱
い、解約請求の受付、買取請求の受付・実行、収益分配金、償還金及び解約金の支払事務等を行います。

日本証券業
協会

一般社団法人
日本投資

顧問業協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種金融商品

取引業協会

（金融商品取引業者）

香川証券株式会社 四国財務局長（金商）第3号 ○

（登録金融機関）

株式会社百十四銀行 四国財務局長（登金）第5号 ○ ○

商号 登録番号

加入協会

香川県応援ファンド
追加型投信／内外／資産複合

　ご注意

・ 本資料はＳＢＩ岡三アセットマネジメント株式会社が作成した販売用資料です。購入の申込みに当たっては、投資信託説
明書（交付目論見書）をお渡ししますので必ず内容をご確認のうえ、投資判断はお客様ご自身で行っていただきますよ
うお願いします。投資信託説明書（交付目論見書）の交付場所につきましては「販売会社について」でご確認ください。

・ 本資料中の運用実績等に関するグラフ・数値等はあくまでも過去の実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証
するものではありません。また、税金、手数料等を考慮しておりませんので、投資者の皆様の実質的な投資成果を示す
ものではありません。

・ 本資料の内容は作成基準日のものであり、将来予告なく変更されることがあります。また、市況の変動等により、方針
通りの運用が行われない場合もあります。

・ 本資料は当社が信頼できると判断した情報を基に作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありま
せん。
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